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○ 地方財政は、地方税収（３５．１兆円）の約３割に相当する巨額の財源不足（１０．６兆円）が生じている。

○ 消費税引上げによる地方の増収は実質３兆円程度であり、今後も厳しい財政状況が続く見込み。

地方税収と地方財政の財源不足の状況

地方税収と地方財政の財源不足の推移地方税収の構成（平成26年度地方財政計画額）

（注）地方税収は超過課税及び法定外税等を含まない。また、平成24年度までは決算額、25年度は推計額（H25.12時点）、
26年度は地方財政計画額である。

（注）財源不足額及び補塡措置は、補正後の額である（平成25年度以降は当初）
（注）このほか、平成21年度以降、地方法人特別譲与税が国から都道府県に対して譲与されている。

（㉑ 0.6兆円、㉒ 1.4兆円、㉓ 1.5兆円、㉔ 1.7兆円、㉕ 2.0兆円、㉖ 2.2兆円）
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法人関係税の国・地方の配分

国・地方を通じる法人関係税収の６割強は地方財源である。（平成２６年度）

※ 図中の網掛けは、地方分の
法人所得課税を示す。

地方法人税 1.05%
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地方分 18.92%（全体の 54.7% ）

実効税率：34.62% ※ 実効税率は、標準税
率ベースであり、平成
26年度税制改正を踏
まえたもの。

※ 東京都ベースの実
効税率は35.64%

法人所得に係る法人実効税率の６割弱は地方分である。
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収入割 0.2兆円（1.2%）

地方分 10.9兆円（全体の 62.3% ）

国税 地方税

地方法人税（３億円）

税収総額：17.6兆円

＜ 税収 ＞ ※ 平成26年度予算・地方財政計画ベース

＜ 税率 ＞

法人税（10.0兆円） 法人事業税（2.6兆円）地方法人特別税
（2.2兆円）

所
得
割

2.0兆円
（11.4%）

法人住民税（2.7兆円）

法人税（23.79%）

収入割 0.2兆円（1.1%）
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地方税計 地方法人二税 固定資産税

人口一人当たりの税収額の指数（平成24年度決算額）

※「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口一人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値である。

（注１） 地方税収計の税収額は、地方法人特別譲与税の額を含まず、超過課税及び法定外税等を除いたものである。

（注２） 個人住民税の税収額は、個人道府県民税（均等割及び所得割）及び個人市町村民税(均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除く。

（注３） 地方法人二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税（地方法人特別譲与税を含まない。）の合計額であり、超過課税分を除く。

（注４） 固定資産税の税収額は、道府県分を含み、超過課税分を除く。

（注５） 人口は、平成25年３月31日現在の住民基本台帳人口による。
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個人住民税 地方消費税（清算後）

最大／最小：２．５倍

３３．９兆円

最大／最小：５．７倍

４．９兆円

最大／最小：２．３倍

８．５兆円
最大／最小：２．７倍

１１．５兆円

最大／最小：１．８倍

２．６兆円
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法人住民税

均等割 資本金等の額等に応じて定額の負担を求めるもの

法人税割 法人税額に応じた負担を求めるもの

○ 法人住民税は、地域社会の費用について、その構成員である法人にも個人と同様幅広く
負担を求めるもの。

○ 法人住民税には、市町村民税と道府県民税がある。それぞれ均等割、法人税割があり、
事務所等を有する法人に、その事務所等が所在する都道府県及び市町村が課税するもの。

［税収］

都道府県： 7,016億円

市 町 村：18,318億円
［税率］道府県民税：法人税額の5％［法人所得の1.275%相当（法人税率25.5%）］(制限税率6%）

〔3.2％［法人所得の0.816%相当（法人税率25.5%）］(制限税率4.2%）〕

市町村民税：法人税額の12.3％［法人所得の3.1365%相当（法人税率25.5%）］(制限税率14.7%）

〔9.7％［法人所得の2.4735%相当（法人税率25.5%）］(制限税率12.1%）〕

［税率］ 道府県民税:２～80万円(制限税率なし）

市町村民税:５～300万円(制限税率は標準税率の1.2倍）

［税収］ 都道府県：1,365億円 市町村：3,984億円

［税収］ 都道府県：5,651億円 市町村：14,335億円

＊税収は、平成24年度決算額（超過課税を含まず、歳出還付等を考慮。）

法人住民税の概要

※下段の税率は、平成26年
10月１日以後に開始する事
業年度より適用される税率
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法人住民税均等割の税率

道府県民税

市町村民税

市町村内に有する事務所等の従業者数の合計数

50人超 50人以下

資
本
金
等
の
額

１千万円以下 ２万円 １２万円 ５万円

１千万円超
１億円以下

５万円 １５万円 １３万円

１億円超
10億円以下

１３万円 ４０万円 １６万円

10億円超
50億円以下

５４万円 １７５万円

４１万円

50億円超 ８０万円 ３００万円

道府県民税均等割は法人の資本金等の額、市町村民税均等割は法人の資本金等の額と従

業者数により税率を設定
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外形標準課税制度の概要

資本金１億円を超える法人が対象（平成24年度では全法人中１．０％（約２．４万社／２４５万社））

所

得

割

税率 ９．６％

所

得

割

付
加
価
値
割

資
本
割

税率７．２％
税額１．６兆円※

※地方法人特別税を含む

税率０．４８％
税額０．４兆円

税率０．２％
税額０．２兆円

導入前 導入後

所得割 法人の所得によって課税

付加価値割 法人の付加価値額によって課税
（※雇用安定控除（収益配分額の７割を超える報酬給与額を控除）有り）

付加価値額 単年度損益＝ ＋

資本割 法人の資本金等の額によって課税（持株会社の特例、１千億円超部分の割り落とし有り）

（税額は平成24年度外形対象法人の分）

収益配分額
（報酬給与額※＋純支払利子＋純支払賃借料） ×０．４８％

資本金の額又は出資金の額以外の
金額の増減額 ×０．２％

２

：
１

制
度
創
設
時
の

設
計

３ ： １制度創設時の
設計

資本金等の額 ＝
資本金又は
出資金の額 ＋

※ 税収は、平成24年度決算額
（超過課税を含まない）を調定額
シェアを基に按分して算出
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法人事業税収入割の概要

電気供給業 ガス供給業 生命保険業 損害保険業

課税標準 収入すべき金額－控除すべき金額 収入保険料 ×一定割合（付加保険料率）

導入年度 昭和２４年度 昭和２９年度 昭和３０年度

平成２４年度

税額（億円）

（超過課税額）

１，０７７

（２６）

２２９

（１２）

３９８

（１７）

１５８

（６）

※ 税額は、平成24年度において調定したもののうち現事業年度に係る金額を記載

事業税額 ＝ 課税標準×税率（1.3%※）

※ 地方法人特別税を含む。
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フランス

韓国

イギリス

ドイツ

日本

アメリカ

スウェーデン

カナダ

0.4%

5.0%

2.4%

1.8%

15.7%

4.3%

0.3%

1.1%

1.3%

0.4%

1.3%

1.2%

1.1%

3.5%

1.4%

3.6%

4.8%

3.4%

2.4%

1.7%

0.8%

2.3%

3.0%

0.4%

4.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

8.7%

9.3%

10.1%

10.7%

11.0%

12.0%

21.4%

21.8%

10.1%

7.5%

15.1%

2.2%

3.9%

7.6%

8.7%

4.0%

9.2%

3.5%

8.2%

8.1%

0.1%

0.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

一般政府支出及び税収構成の対ＧＤＰ国際比較 （2010年）

（注） １ OECD統計による2010年の数値である。ただし、統計上日本は年度の数値であり、日本以外は暦年の数値である。
２ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。
３ 一般政府支出は「最終消費支出（final consumption expenditure）」と「公的資本形成（gross capital formation)」の合計である。
４ スウェーデンの勤労所得税（国）は、一定以上の所得への課税であり、中・低所得者への税額控除を含めると税収はマイナスとなる。

凡例

地方 国

個人 法人 消費
資産

他

社会保障基金

一般政府支出

地方税収

○ 一般政府支出のうち地方分のＧＤＰ比が高い国では、地方税収のＧＤＰ比も高い。

○ 地方税収の多い国では、個人所得課税と法人所得課税が一定のウエイトを占めている。

国

一般政府支出のうち地方分のＧＤＰが高い順

地方

一般政府支出

地方税収

上段

下段
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